
 

 

委 託 契 約 書  

 

  山梨県（以下「甲」という。）と○○○○○（以下「乙」という。）とは、

富士山五合目再整備に向けた調査検討業務委託について次のとおり契約する。 

 

 （契約の目的） 

第１条 甲は、富士山五合目再整備に向けた調査検討業務（以下「委託業務」

という。）の処理を乙に委託し、乙は、これを受託するものとする。 

 

（委託業務の内容） 

第２条 乙は、甲の定める「富士山五合目再整備に向けた調査検討業務仕様書」

により委託業務を処理しなければならないものとする。 

 

（委託期間） 

第３条  委託期間は、契約の日から令和８年９月３０日までとする。  

 

（委託料） 

第４条 甲は、委託業務に対する委託料として金○○，○○○円（うち消費税

及び地方消費税額○○，○○○円）を乙に支払うものとする。 

 

（契約保証金） 

第５条 乙は、この契約の締結と同時に、甲に契約保証金として○○○，○○

○円を納付するものとする。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第６条 乙は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は

継承させてはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合

は、この限りでない。 

 

（再委託の禁止） 

第７条 乙は、委託業務の全部を一括して第三者に委任し、又は請け負わせて

はならない。ただし、業務の一部について、あらかじめ甲の書面による承諾

を得た場合は、この限りでない。 

 

（秘密の保持等） 

第８条 乙は、委託業務の遂行上直接若しくは間接に知り得た秘密を外部に漏

らし、又は他の目的に利用してはならない。この契約が終了し、又は解除さ

れた後においても、同様とする。 

 

（個人情報の保護） 

第９条 乙は、この契約による事務を行うため個人情報を取り扱う場合は、別

記１「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 



 

 

 

（情報セキュリティの確保） 
第１０条 乙は、この契約による事務を行うに当たり、別記２「情報セキュリ

ティに関する特記事項」を遵守しなければならない。 
 

（調査等） 

第１１条  甲は、乙の委託業務の処理状況について調査し、若しくは必要な報

告を求め、又は委託業務の実施に関して必要な指示を乙に与えることができ

るものとする。 

 

（実績報告及び検査） 

第１２条   乙は、委託業務が終了したときは、委託業務完了日までに仕様書に

基づく報告書及び実施報告書（様式第１号）等を甲に提出し、甲の命じた職

員の検査を受けなければならない。 

２ 甲は、委託業務が仕様書に示すものに適合していないと認めるときは、期

日を定めて業務の手直しをさせることができる。この場合の費用は、乙の負

担とする。 

 

（委託料の支払） 

第１３条   乙は、前条の規定による甲の検査確認を得た後、甲に対して委託料

の支払を請求するものとし、甲は乙からの適法な請求書を受理したときは、

その日から３０日以内に委託料を支払うものとする。 

２ 甲が、その責めに帰すべき事由により前項の支払期限までに委託料を支払

わない場合は、遅延日数に応じ、未支払金額に対し、政府契約の支払遅延防

止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定により

財務大臣が決定する率を乗じて計算した金額を、遅延利息として乙に支払う

ものとし、その端数計算については同条第２項の規定による。 

 

（延滞違約金） 
第１４条   乙は、その責めに帰すべき事由によって履行期限までに委託業務を

完了することができない場合は、遅延日数に応じ、委託料（遅延による支障

が少ないと認められるものにあっては、未履行部分に相当する額）に対して、

民法（明治２９年法律第８９号）第４０４条の法定利率を乗じて得た額を延

滞違約金として甲に支払わなければならない。ただし、延滞違約金の額が１

００円未満となるときは、この限りでない。 
 

（契約の解除） 

第１５条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、催告することなくこの

契約を解除することができる。 

（１）委託期間内にこの契約を履行しないとき、又は履行の見込みがないと

明らかに認められるとき。 

（２）この契約の履行に当たり不正な行為があると認められるとき。 

（３）第１７条の規定によらないでこの契約の解除の申出があったとき。 



 

 

（４）その他契約上の義務を履行しないと認められるとき。 

（５）乙又は乙の役員等が次のいずれかに該当する者であることが判明した

とき、又は次に掲げる者が、その経営に実質的に関与していることが判明

したとき。 

ア  暴力団 （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第

６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）    

ウ  自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどした者 

エ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するな

ど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与し

ている者 

オ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

カ  下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相

手方が上記アからオまでのいずれかに該当することを知りながら、当該

者と契約を締結した者 

２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合は、乙は、違約金として委託

料の１００分の１０に相当する金額を甲に支払うものとする。 
３ 第１項の規定によりこの契約が解除された場合には、乙は、甲にその損失

の補償を求めることができない。 
 
（危険負担） 

第１６条 委託期間中に委託事務の処理に関して生じた損害（第三者に及ぼし

た損害を含む。）については、乙が負担する。ただし、その損害のうち甲の

責に帰すべき理由により生じたものについては、甲が負担する。 

 

（乙による契約の解除請求） 

第１７条 乙は、天災その他の不可抗力によって重大な損害を受け、これにより

契約の履行が不可能となったときは、甲に対し、遅滞なくその損害の内容・

程度等を詳細に記した書類を提出することにより、この契約の解除を請求す

ることができる。 

２ 甲は、前項による請求を受けたときは、直ちに調査を行い、乙が受けた損

害が重大なものであり、これにより契約の履行が不可能となったことが認め

られる場合は、当該請求を承認するものとする。 

 

（契約の費用） 

第１８条 この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 

 

（著作物の帰属） 

第１９条 この契約に基づき作成された成果物の著作権（著作権法（昭和４５

年法律第４８号）第２７条及び第２８条の権利を含む。）は、甲に帰属する

ものとする。 



 

 

 

（管轄裁判所） 

第２０条 甲と乙は、この契約について訴訟等が生じたときは、甲の事務所の

所在地を管轄する裁判所を第一審の裁判所とすることに合意する。 

 

（契約に定めのない事項） 

第２１条 この契約に定めのない事項及びこの契約に関し疑義の生じた事項に

ついては、山梨県財務規則の定めによるものとし、なお疑義があるときは、

甲と乙とが協議して定めるものとする。 

 

この契約の成立を証するため、契約書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、

各自その１通を保有するものとする。 

 

 

    令和７年○月○日 

 

 

甲   甲府市丸の内一丁目６番１号 

 

山梨県知事  長崎  幸太郎 

 

 

乙   株式会社○○○ 

 

    代表取締役 ○○○ 

 



富士山五合目再整備に向けた調査検討業務仕様書 

 

１ 総則 

  本仕様書（以下「仕様書」という。）は、山梨県（以下「発注者」という。）が発注する

「富士山五合目再整備に向けた調査検討業務委託」（以下「本業務」という。）に適用する。

受注者は、業務目的を十分に把握し、業務を実施するものとする。本業務の実施にあたっ

て、仕様書に記載のない事項等については、業務委託契約書によるものとする。 

 

２ 業務概要 

富士山の世界文化遺産登録に際してイコモスから勧告があり「吉田口登山道において

は五合目の諸施設について意匠の改善を要する。」との指摘があった。この指摘に対応す

るため、平成２８年３月に「富士山四合目・五合目グランドデザイン」を策定し、富士山

五合目を信仰の場にふさわしい景観とするための将来的なイメージを共有するとともに、

長期的な視点で五合目の景観改善に取り組むこととした。 

これまでの取り組みとしては、展望園地の整備や標識の設置等は実施したものの、イコ

モスの指摘を根本的に解決するためには、富士山五合目に関する客観的な基礎データを

把握した上で、景観改善に関する具体的な議論を進める必要がある。 

本業務は、その議論の基礎となる調査を実施することにより、得られた情報・データを

もとにした条件整理等を行った上で、実現可能性のある施設の再配置案や将来イメージ

等を作成し、長期的な視点に基づく信仰の場にふさわしい景観とするための議論を具体

化させることを目的とする。 

 

３ 委託期間 

  契約締結日から令和８年９月３０日までとする。 

 

４ 業務計画 

受注者は、契約締結後１４日（休日等を含む）以内に業務実施計画書及び実施工程表を

作成し、提出しなければならない。また、これを変更する場合は、発注者に通知し、その

承認を得るものとする。 

 

５ 事故等の処理 

本業務の実施中に生じた事故や第三者に与えた損害等については、受注者の責任にお

いて解決するものとする。また、発生原因・経過・内容を速やかに報告するものとする。 

 

６ 関係公署への事務手続き 

本業務の実施において必要となる関係公署への事務手続きは、受注者が実施するもの



とし、その手続きにかかる費用については、受注者の負担とする。 

 

７ 成果品の帰属 

本業務の成果品については、発注者の管理および帰属とし、受注者が成果品等を第三者

に公表または貸与してはならない。 

 

８ 業務内容 

（１）現状把握と課題整理 

① 上位計画、関連計画の整理 

   これまでに策定された計画（山梨県総合計画、四合目・五合目グランドデザイン、世

界遺産委員会に提出した包括的保存管理計画、保全状況報告書等）の内容精査と求めら

れる条件等を整理する。 

 

② 計画地の現況調査分析 

 ・ 土地所有者（登記簿等） 

 ・ 建物所有者、築年数、構造、面積等（登記簿、図面等） 

・ 観光客数確認、土地・建物の利用状況（観光入込客数調査、アンケートによる神社・

売店・展望園地等の施設利用者数、購買金額、属性調査等の必要な調査による） 

・ 交通状況、交通インフラ（富士スバルライン通行台数、富士山パーキングシャトル

バス運行状況、路線バス通行状況、ツアーバス運行状況調査等の必要な調査による） 

・ 供給処理施設（各施設の電気使用量、重油等燃料使用量、飲料水の運搬・供給状況、

浄化槽規模・運用状況、電話・ネット回線利用状況調査等の必要な調査による） 

・ 五合目事業者（神社・売店等）の五合目再整備に関する意向・ニーズ（ヒアリング

等の必要な調査による） 

・ 再整備に関する関係法令による規制、許認可等 

・ その他、五合目再整備のために必要と思われる調査 

  

③ 国内外の類似事例分析 

  登山口等で施設を整備している国内外の類似事例を調査分析する。（熊野古道、上高

地、ツェルマット、イエローストーン等） 

 

④ 上記①②③を踏まえた課題整理 

   施設利用上の課題、交通インフラ、供給処理インフラ上の課題等を整理する。 

 

（２）将来像・基本目標の精査 

信仰の場にふさわしい景観を確保するため、イコモスからの勧告や（１）で調査した



内容をふまえた富士山五合目のあるべき姿を再度精査する。 

 

（３）利用者が望む体験・活動の検討 

① 現在の来訪者（登山者・観光客）が五合目で体験・活動している内容をアンケート等

により調査（※） 

② 将来の来訪者が望む体験・活動を検討、五合目でどのような過ごし方が想定されるか

を整理 

 ※ 富士山の開山期間、富士スバルラインの通行可能期間に留意すること。 

 

（４）条件の整理 

各種計画や成果をあらためて精査した上で、検討する上での条件を整理する。 

① 将来の受入人数 

② 既存建物の取扱い 

③ 供給処理施設の取扱い 

④ 交通システムの整理 

⑤ 防災対策（シェルター機能含む）の整理 

⑥ 環境保全上で配慮すべき事項 

⑦ その他、五合目再整備のために必要と思われる事項 

 

（５）基本目標を実現するための整備内容・対策の方向性 

上記（３）で検討した体験・活動が可能となり、かつ基本目標を実現するための整備

内容や対策の方向性を検討する。 

 

（６）五合目再整備のゾーニング検討、将来像イメージ図の作成 

   整備内容・対策の方向性に基づき、計画地の土地利用ゾーニング案や再配置案を複数

パターン作成、整備コスト等を検討し、五合目の利用者の様々な体験や活動を視覚的に

表現した将来のイメージ図を作成する。 

 

（７）整備に関する全体スケジュール、実施体制の検討、今後の課題整理 

整備目標年次と事業スケジュールを検討、実現に向けた今後の課題を整理する。 

 

９ 業務報告 

・ 中間報告期限①：令和７年１２月１９日 

上記８（１）、（２）及び（３）①に基づいた調査結果の報告を行う。 

   形式：Microsoft PowerPoint ファイル（関係者向け説明資料としても使用） 

 



・ 中間報告期限②：令和８年３月１９日 

上記８（１）～（６）に基づいた調査結果の報告を行う。 

特に、五合目再整備のゾーニング案や再配置案、将来イメージ等について、五合目関

係者や県民から理解を得られるような分かりやすい資料を作成する。 

   形式：Microsoft PowerPoint ファイル（関係者向け説明資料としても使用） 

 

・ 最終報告期限：令和８年９月１８日 

上記８（１）～（７）に基づいた調査結果の報告を行う。 

五合目再整備のゾーニング案や再配置案、将来イメージ等は関係者等との検討・調整

により最終的なものを作成する。 

   形式：Microsoft PowerPoint ファイル（関係者向け説明資料としても使用） 

Microsoft Word ファイル（業務報告書） 

      製本した冊子（業務報告書） 

 

【報告提出先】 

   山梨県富士山観光振興グループ 

   fujisan-hz@pref.yamanashi.lg.jp 

 

１０ 打合せ協議 

本業務の打合せ協議等（対面）は、業務着手時１回、中間報告①１回、中間報告②１回、

業務完了時１回程度を予定しているが、調査の実施時や将来像イメージの作成、中間報告

などを行う際には、随時、発注者と協議（WEB 会議等）を行った上で方向性を確認しなが

ら業務を進める。 

また、調査内容の説明や関係者の意見を効果的に最終報告に反映させるため、富士山五

合目関係者との協議の場に同席する（３回程度を想定）。 

 

１１ その他 

（１）受注者は業務完了後においても過失、疎漏、検討不足等に起因する不良個所及び施工

中における条件変更、疑問点等が生じた場合には、発注者の指示により訂正補助、その

他の処理をしなければならない。 

（２）本業務において算出された数値は、その根拠となる計算式を示すとともに計算の途中

経過を示すものとする。また、使用する指針、示方書、参考文献は最新のものを用い、

出典先を明らかにすること。 

 

１２ 疑義 

本業務の実施にあたり、契約書・仕様書に明示なき事項または疑義が生じた場合は、そ



の都度発注者と協議を行い決定することとする。なお、協議の内容については会議録の作

成を行うこと。 



別記１ 

個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１条 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による受託業務（以下「本件

受託業務」という。）の実施に当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、

個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第２条 乙は、本件受託業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に漏らしてはならな

い。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

 

（責任体制の整備） 

第３条 乙は、この契約の締結時に、本件受託業務に係る個人情報（以下「本件個人情報」

という。）を取り扱って作業に従事する者（以下「作業従事者」という。）及び当該作業

従事者の監督その他作業現場における本件個人情報の適正な管理について責任を有する

者（以下「個人情報保護責任者」という。）を選任し、書面（別紙様式）によりこれを甲

に報告しなければならない。作業従事者又は個人情報保護責任者に変更のあったときも

同様とする。 

 

（作業従事者等に対する周知等） 

第４条 乙は、作業従事者及び個人情報保護責任者に対し、あらかじめ次に掲げる事項を

周知するとともに、本件個人情報の適切な管理が図られるよう、必要かつ適切な監督を

行わなければならない。 

（１）この個人情報取扱特記事項の内容 

（２）在職中及び退職後においても本件受託業務に関して知り得た個人情報の内容をみだ

りに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないこと。 

（３）受託業務に従事している者又は従事していた者が、正当な理由がないのに、個人の

秘密に属する事項が記録された個人情報ファイルを提供したとき又はその業務に関し

て知り得た個人情報を自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、若しく

は盗用したときは、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）により

罰則が適用される場合があること。 

２ 乙は、個人情報の取扱いに従事する者に対し、その責務の重要性を認識させ、具体的

な個人情報の保護措置に習熟させるための啓発その他必要な教育及び研修を行わなけれ

ばならない。 

 



（作業場所の限定等） 

第５条 乙は、次の各号のいずれかに該当するときを除き、その営業所（所在地：     

              。本条において「営業所」という。）以外の場所で本件個

人情報を取り扱わないものとする。 

（１）甲の指示又は事前の承認があるとき。 

（２）乙が本件受託業務を行う上で営業所以外の場所で本件個人情報を取り扱うことに正

当な理由があるとき。 

２ 乙は、前項各号の規定に掲げる場合を除き、前項に規定する営業所から本件個人情報

を持ち出さないものとする。本件個人情報を持ち出すときは、運搬中の指示事項の従事

者への徹底、データの暗号化等、安全確保のために必要な措置を講ずるものとする 

 

（個人情報の適切な管理） 

第６条 乙は、次の各号に掲げる事項を遵守するほか、本件個人情報の漏えい、滅失又は

き損（以下「漏えい等」という。）の防止その他の個人情報の安全確保のために必要な措

置を講じなければならない。 

（１）第３条の規定により甲に報告した者以外の者に本件個人情報を取り扱わせないこと。 

（２）本件個人情報の取扱いに係る業務を派遣労働者によって行わせる場合には、労働者

派遣契約書に秘密保持義務等個人情報の取扱いに関する事項を明記すること。 

（３）乙の管理に属さない情報機器等を利用して本件個人情報を取り扱わないこと。 

（４）本件個人情報は、紙媒体、電磁的記録を問わず、施錠できる保管庫又は施錠若しく

は入退室管理の可能な保管室に保管する等、適切に管理すること。 

（５）甲の指示又は事前の承認があるときを除き、本件受託業務を行うために甲から引き

渡された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならないこと。 

（６）甲の指示又は事前の承認があるときを除き、本件受託業務を行うために甲から引き

渡された個人情報が記録された資料等を国外に移転させてはならないこと。 

（７）本件個人情報が記録された資料等については、業務終了後直ちに甲の指定する方法

により返却、廃棄又は消去すること。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に

従うものとすること。 

（８）乙は、本件受託業務を行うために複数の宛先へ一斉にメールを送信する場合、当該

メールの宛先にＢＣＣで送信すべきメールアドレスが１件以上含まれるときは、当該

メールを送信する際ＢＣＣで送信すべきメールアドレスについてＴＯやＣＣで送信す

ることを防止する機能（ＢＣＣ強制変換機能等）を備えたシステムやツールを使用し

なければならない。 

 

（取得の制限） 

第７条 乙は、本件受託業務を行うために個人情報を取得するときは、その業務の目的を



達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な方法により取得しなければならない。 

２ 乙は、本件受託業務を行うために本人から直接書面に記録された当該本人の個人情報

を取得するときは、あらかじめ、本人に対し、業務の目的を明示しなければならない。 

 

（利用及び提供の制限） 

第８条 乙は、甲の指示又は事前の承認があるときを除き、本件個人情報を契約の目的以

外の目的のために自ら利用し、又は提供してはならない。 

 

（再委託の禁止） 

第９条 乙は、甲の事前の承認があるときを除き、本件受託業務を第三者（乙の子会社を

含む。）に委託してはならない。 

２ 乙は、本件受託業務を再委託するときは、乙をして特記事項により乙が負う義務を遵

守させるとともに、これに対する管理及び監督を徹底するものとする。 

３ 甲は、乙を通じて又は甲自らが再委託先事業者に対し前項の措置を行うことができる

ものとする。 

４ 乙は、本件受託業務を再委託するときは、再委託契約の締結時に、乙をして、書面に

より再委託先事業者の作業従事者及び個人情報保護責任者を甲に届け出させなければな

らない。この場合、甲への届出は乙を経由することとする。再委託先事業者の作業従事

者又は個人情報保護責任者に変更があったときも同様とする。 

 

（報告及び検査等） 

第１０条 乙は、甲に対し契約内容の遵守状況を定期的に報告しなければならない。 

２ 甲は、乙による本件個人情報の取扱状況を確認するため必要があると認めるときは、

実地の検査を行い、又は乙に対して説明若しくは報告をさせることができる。 

３ 乙を通じて又は甲自らが再委託先事業者に対し前２項の措置を求め、又は行うことが

できるものとする。 

 

（指示） 

第１１条 甲は、乙による本件個人情報の取扱いが不適当であると認めるときは、乙に対

して必要な指示を行うことができる。 

 

（事件等の報告） 

第１２条 乙は、本件個人情報の漏えい等に係る事件又は事故（本条において「事件等」

という。）が発生し、又は発生するおそれがあることを知ったときは、その事件等の発生

に係る帰責にかかわらず、直ちにその旨を甲に報告し、速やかに応急措置を講じた後、

遅滞なく当該事件等に係る個人情報の項目・内容・数量、当該事件等の発生場所、発生



状況等を詳細に記載した報告書及び今後の対処方針を記した文書を提出し、甲の指示に

従うものとする。 

２ 乙は、本件受託業務について事件等が発生したとき、甲が必要に応じ乙の名称を含む

当該事件等の概要を公表することを受忍するものとする。 

 

（契約解除及び損害賠償） 

第１３条 甲は、乙がこの個人情報取扱特記事項の内容に違反していると認めたときは、

契約の解除又は損害賠償若しくは履行代金の減額を請求することができるものとする。 

 

（個人情報保護方針の策定等） 

第１４条 乙は、個人情報保護に関する考え方や方針に関する宣言を策定し、及び公表す

ることにより、自らが行う保護措置等を対外的に明確にし、説明責任を果たすものとす

る。 

  



別紙様式（第３条関係） 

 

個人情報保護に係る責任体制報告書 

 

  年  月  日 

 

 

  山梨県知事         殿 （所属名：        ） 

    （出先機関にあってはかい長） 

 

    住    所  

受託者 商号又は名称   

    氏    名             

 印 

 

 

           委託業務に係る個人情報の保護に関する責任体制について、次の

とおり報告します。 

 

個人情報保護責任者 

（所属・役職） （氏名） 

（連絡先） 

作 業 従 事 者 

（所属・役職） （氏名） 

（所属・役職） （氏名） 

（所属・役職） （氏名） 

（所属・役職） （氏名） 

（所属・役職） （氏名） 

 

 

（注）１ 作業従事者とは、受託業務に係る個人情報を取り扱って作業に従事する者をい

い個人情報保護責任者とは、作業従事者の監督その他作業現場における受託業務

に係る個人情報の適正な管理について責任を有する者をいいます。作業従事者又

は個人情報保護責任者として報告された者以外の者は、受託業務に係る個人情報

の取扱いが制限されます。 

２ 作業従事者が複数であるとき、作業従事者の中から個人情報保護責任者を選任 

することができます。 
 

お預かりした個人情報は、委託業務を実施する受託者の個人情報保護に係る責任体制 

の把握又は受託者に対し必要に応じて行う指示等のために利用します。 

 



別記２ 

情報セキュリティに関する特記事項 

 
（基本的事項） 
第１条 乙は、情報資産の保護の重要性を認識し、この契約による業務（以下「本業務」

という。）の実施に当たっては、山梨県情報セキュリティ基本方針及び山梨県情報セキュ
リティ対策基準並びに情報セキュリティに関する特記事項（以下「セキュリティ特記事
項」という。）を遵守しなければならない。 

（用語の定義） 
第２条 情報資産とは、次の掲げるものをいう。 
（１）ネットワーク、情報システム及びこれらに関する設備並びに電磁的記録媒体 
（２）ネットワーク及び情報システムで取り扱う情報（これを印刷した文書を含む。） 
（３）ネットワーク及び情報システムに関連する文書 
（責任体制の明確化） 
第３条 乙は、甲に対して、乙における本業務に係る情報セキュリティに責任を有する者

（以下「セキュリティ責任者」という。）を書面で明らかにしなければならない。 
２ セキュリティ責任者に変更がある場合は、乙は速やかに書面で甲に連絡しなければな

らない。 
（業務従事者の特定） 
第４条 乙は、甲に対して、本業務の従事者（派遣社員、非常勤職員、臨時職員等も含む。

以下同じ。）を書面で明らかにしなければならない。 
２ 本業務の従事者に変更がある場合は、乙は速やかに書面で甲に連絡しなければならな

い。 
３ 本業務の履行のため、本業務の従事者が甲の管理する庁舎等に立ち入る場合は、乙が

発行する身分証明書を常時携帯させ、及び事業者名記章又は名札を着用させなければな
らない。また、入退室管理が行われているところに立ち入る場合は、甲の指示に従わな
ければならない。 

（教育の実施） 
第５条 乙は、本業務の従事者に対して、情報セキュリティに関する教育（セキュリティ

特記事項の遵守を含む。）など本業務の履行に必要な教育を実施するとともに、関係法令
及び関係規程を遵守させるため、必要な措置を講じなければならない。 

（秘密の保持） 
第６条 乙は、本業務の履行に際し知り得た情報及び甲が秘密と指定した情報（以下「取

得情報」という。）をみだりに他に漏らしてはならない。この契約が終了し、又は解除さ
れた後においても、同様とする。 

（情報資産の利用場所） 
第７条 乙は、甲の事前の承認がある場合を除き、本業務を処理するために甲から引き渡

され、又は自らが取得し、若しくは作成した情報資産（所有権又は使用権が甲に帰属す
るものに限る。）を、甲が指示した場所以外で利用してはならない。 

（情報資産の適切な管理） 
第８条 乙は、次の各号に掲げる事項を遵守するほか、取得情報並びに本業務を処理する

ために甲から引き渡され、又は自らが取得し、若しくは作成した情報資産（所有権又は
使用権が甲に帰属するものに限る。）の漏えい、滅失又はき損の防止その他の適切な管理
のために必要な措置を講じなければならない。 

（１）第４条第１項の規定により明らかにした本業務の従事者以外の者に本業務を処理さ
せないこと。 

（２）本業務を処理することができる機器等は、乙の管理に属するものに限定するものと
し、乙の役員、従業員その他の者が私的に使用する機器等乙の管理に属さないものを
利用して本業務を処理させないこと。 

（３）甲の指示又は事前の承認を受けた場合を除き、本業務を処理するために甲から引き
渡され、又は自らが取得し、若しくは作成した情報資産（所有権又は使用権が甲に帰
属するものに限る。）を、第７条の規定により甲が指示した場所以外に持ち出さないこ
と。甲の指示又は承認を受けて持ち出すときは、運搬中の指示事項の従事者への徹底、
データの暗号化など安全確保のために必要な措置を講ずること。 

（４）甲の指示又は事前の承認がある場合を除き、本業務を処理するために甲から引き渡
された情報資産を複写し、又は複製してはならないこと。 

（５）本業務を処理するために甲から引き渡され、又は自らが取得し、若しくは作成した
情報資産（所有権又は使用権が甲に帰属するものに限る。）を、業務終了後直ちに甲に
引き渡すこと。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従うこと。   



（６）本業務を処理するために甲から引き渡され、又は自らが取得し、若しくは作成した
情報資産（所有権又は使用権が甲に帰属するものに限る。）を、甲の指示又は事前の承
認を得て廃棄するときは、当該情報資産が判読できないよう必要な措置を講ずること。 

（情報資産の利用及び提供の制限） 
第９条 乙は、甲の指示又は事前の承認がある場合を除き、取得情報並びに本業務を処理

するために甲から引き渡され、又は自らが取得し、若しくは作成した情報資産（所有権
又は使用権が甲に帰属するものに限る。）を、契約の目的以外の目的のために自ら利用
し、又は提供してはならない。 

（再委託の禁止） 
第１０条 乙は、甲の事前の承認があるときを除き、本業務を第三者に再委託してはなら

ない。 
２ 乙は、甲に再委託の承認を求める場合は、再委託する理由及び内容、再委託先事業者

の名称及び所在地、再委託先事業者において取り扱う情報、再委託先事業者における安
全確保措置の実施方法並びに再委託事業者に対する管理及び監督の方法等を書面によ
り明らかにしなければならない。 

３ 乙は、甲の承認を得て本業務の一部又は全部を再委託するときは、再委託先事業者に
対して、セキュリティ特記事項（第３条並びに第４条第１項及び第２項を除く。）の遵守
を義務づけるとともに、これに対する管理及び監督を徹底しなければならない。 

４ 乙は、甲の承認を得て本業務の一部又は全部を再委託するときは、甲に対して、再委
託先事業者におけるセキュリティ責任者及び本業務の従事者を書面で明らかにしなけ
ればならない。また、再委託先事業者におけるセキュリティ責任者及び本業務の従事者
に変更がある場合は、乙は速やかに書面で甲に連絡しなければならない。 

（調査） 
第１１条 甲は、乙が本業務を履行するために確保している情報セキュリティ対策の状況

を調査する必要があると認めるときは、実地に調査し、又は乙に対して説明若しくは報
告をさせることができる。 

（指示） 
第１２条 甲は、乙が本業務を履行するために確保している情報セキュリティ対策の状況

について、不適当と認めるときは、乙に対して必要な指示を行うことができる。 
（事故報告） 
第１３条 乙は、本業務に関する情報漏えい、改ざん、紛失、破壊などの情報セキュリテ

ィ事件又は事故（以下「事故等」という。）が生じ、又は生じるおそれがあることを知っ
たときは、その事故等の発生に係る帰責にかかわらず、直ちに甲に報告し、速やかに応
急措置を講じた後、遅滞なく当該事故等に係る報告書及び以後の対処方針を記した文書
を提出し、甲の指示に従わなければならない。 

２ 乙は、本業務について事故等が発生した場合は、甲が県民に対し適切に説明するため、
乙の名称を含む当該事故等の概要の公表を必要に応じて行うことを受忍しなければなら
ない。 

（契約解除及び損害賠償） 
第１４条 甲は、乙がセキュリティ特記事項の内容に違反していると認めたときは、契約

の解除又は損害賠償若しくは履行代金の減額を請求することができる。 
（実施責任） 
第１５条 乙は、情報セキュリティに関する考え方や方針に関する宣言の策定・公表によ

り、自らが行う保護措置等を対外的に明確にし、説明責任を果たすよう努めなければな
らない。 

２ 乙は、情報セキュリティ対策を確保するために必要な管理体制を整備するよう努めな
ければならない。 

 
（注）１  「甲」は委託者である県を、「乙」は受託者を指す。 

      ２ 契約書に個人情報取扱特記事項を添付する場合は、第１０条を次のとおり変更する。 
（再委託の禁止） 
第１０条 再委託の取扱は、個人情報取扱特記事項の定めるところによる。 

２ 乙は、個人情報取扱特記事項の定めるところにより本業務の一部又は全部を再委託するとき
は、再委託先事業者に対して、セキュリティ特記事項（第３条並びに第４条第１項及び第２項を
除く。）の遵守を義務づけるとともに、これに対する管理及び監督を徹底しなければならない。 

３ 乙は、個人情報取扱特記事項の定めるところにより本業務の一部又は全部を再委託するとき
は、甲に対して、再委託先事業者におけるセキュリティ責任者及び本業務の従事者を書面で明ら
かにしなければならない。また、再委託先事業者におけるセキュリティ責任者及び本業務の従事

者に変更がある場合は、乙は速やかに書面で甲に連絡しなければならない。 
    ３ その他、委託業務の実態に即して、適宜必要な事項を追加し、又は不要な事項を省略することができ

る。 

  



（様式）

平成　　年　　月　　日

受託者　　　　

　　住所

　　商号又は名称

　　代表者氏名 印

1 委託内容

委託業務名

委託業務内容

委託期間 ～

委託業務のセキュ
リティ責任者

委託業務の従事
者

委託業務の情報
資産の利用場所

個人情報の有無

再委託の有無

2 情報セキュリティ対策の実施状況

評価項目 結果
（はい・いいえ）

備考（いいえの場合は対策等を記入）

作業場所の管理

情報管理に係る基本方針、規程類が整備されていますか。

情報管理を統括する責任者が任命されていますか。

情報の無断持ち出しについて禁止していますか。

電子機器類について、適切に管理が行われていますか。

情報管理に係る管理者が設置されていますか。

情報漏洩等の事案が発生した場合の体制と対応手順が整備されて
いますか。

情報管理上の問題が発生した場合の連絡体制が整備されています
か。

外部委託先調査シート 兼 情報セキュリティ対策実施状況報告書

　次の業務を受託するに当たり、当社の情報セキュリティ対策の実施状況を報告します。

規程・体制

機器・媒体管理

内容

外部記憶媒体について、適切に管理が行われていますか。

重要帳票類について、適切に管理が行われていますか。

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

  



情報資産の返還、廃
棄

公的認証等

3 本委託業務に係る安全性及び信頼性を確保するための具体的な措置（必要に応じて記載）

（１）情報資産の保管について

（２）情報資産の持ち出しについて

（３）情報資産の返還及び廃棄について

（４）従事者教育について

（５）その他の安全性及び信頼性を確保するための具体的な措置について

要員管理

再委託先管理
※再委託がある場合

アクセス管理

入退出管理

監査

委託業務終了時、情報資産の返還、廃棄が行われていますか。

情報管理に係る点検・検査・内部監査が実施されていますか。

従業員、協力会社社員、派遣社員等の識別が行われていますか。

情報管理に関する基本方針、規程類が周知徹底されていますか。

情報管理に関する教育・研修が定期的に行われていますか。

再委託先と機密保持等の契約が締結されていますか。

再委託の承諾が必要な場合、承諾を得ていますか。

情報管理に関する公的な認証・認定を取得していますか。

情報管理に係る外部監査を受けていますか。

委託しているシステム関連業務に係るサーバ等の機器が設置されて
いる場所への入退室管理が行われていますか。

再委託先の管理が行われていますか。

作業場所のあるフロアへの入退室管理が行われていますか。

不正アクセス対策を実施していますか。

不正ソフトウェア対策を実施していますか。

作業場所のあるビルへの入退館管理が行われていますか。

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 


